
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
感光体上の静電潜像を負帯電トナーによって現像し、現像されたトナー像を中間転写媒体
に転写する画像形成装置において、前記中間転写媒体は、カチオン系導電剤を含む導電層
と、該導電層より感光体側に形成され、アニオン系導電剤を含む表面コート層の少なくと
も２層からなることを特徴とする画像形成装置。
【請求項２】
感光体のクリーニング手段を無くしたことを特徴とする請求項１記載の画像形成装置。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、画像形成装置に関するものであり、特に、感光体上の静電潜像をカラートナー
で現像し、次いで、中間転写媒体上へ転写し、中間転写媒体上にカラートナー像を形成さ
せた後に、紙などの記録媒体上に一括して転写してカラー像を形成する画像形成装置に関
する。
【０００２】
【従来の技術】
カラー画像を形成する画像形成装置に各種のものが知られているが、潜像担持体上に複数
色のトナーによって逐次可視化されたトナー像を形成し、中間転写媒体上に転写電圧を印
加して色重ねされたカラー画像を形成した後に、紙等の記録媒体上に一括して転写を行い
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、加熱、加圧等によってトナーを軟化させて、記録媒体上にトナー像を定着することによ
ってカラー画像を形成する画像形成装置が知られている。
【０００３】
上記中間転写媒体は、所定の体積固有抵抗を有した導電性のゴム組成物等から形成されて
おり、体積固有抵抗が小さくなると、電流の漏洩、紙汚れなどの画像上の問題が発生する
。一方、体積固有抵抗が所定の大きさを超えると、転写効率が悪く、実用に適さなくなる
。
中間転写媒体を構成する材料に導電性を付与するには、材料中にカーボンブラック等の電
子導電性を付与する導電剤を添加する方法（例えば特許文献１）や、イオン導電性を付与
する導電剤を添加する方法等がある。
【０００４】
しかしながら、特許文献１のようにカーボンブラック等により電子導電性を付与する方式
は、カーボンブラックの分散条件、配合量のバラツキ等により抵抗値が変化し、所定範囲
の電気抵抗を得ることが難しく、また、電子導電性の導電剤の添加量が多くなれば、電気
抵抗の印加電圧への依存性が大きくなり、一定の電気抵抗を得るために精密な印加電圧制
御装置が必要になるという問題や、ゴム組成物の加工性が低下するという問題を有してい
る。
【０００５】
一方、イオン導電性を付与する方式は、前記の問題は解消することはできるが、環境変化
による電気抵抗値の変動が大きいとともに、イオン導電剤が中間転写媒体から感光体やト
ナーにブリードアウト（移行）し、感光体に移行したイオン導電剤は、感光体表層の空気
中の水分と反応し、感光体表面に絶縁層を形成してしまい、光応答特性を低下させてしま
う結果、出力画像の劣化を招いたり、感光体寿命を短くするという問題を有し、またトナ
ーへ移行した場合にはトナーの極性をプラスにし、逆転写トナーの増加を招くという問題
を有している（特許文献２参照）。
【０００６】
そこで、この問題を解決するために、特許文献３においては、電子導電性の導電剤を分散
した層と、イオン導電性の導電剤を分散した層とを積層することにより、両者の欠点を補
完する提案をしている。
【０００７】
【特許文献１】
特開２００３－５５３１
【特許文献２】
特開平１０ー２８２８１３号公報
【特許文献３】
特開平８－１１０７１１号公報
【０００８】
【発明が解決しようとする課題】
しかしながら、上記特許文献３の方式は、電子導電性の導電剤を分散した層と、イオン導
電性の導電剤を分散した層とを積層しているため、両者の欠点を少なからず保有しており
、とくに、高抵抗層の材料の挙動が支配的となるため、例えば、電子導電性の導電剤を分
散した層が、イオン導電性の導電剤を分散した層より高抵抗である場合には、抵抗のバラ
ツキや電圧依存性が大きくなってしまうという問題を有している。
本発明は、上記従来の問題を解決するものであって、イオン導電性の導電剤を含む中間転
写媒体を用いる画像形成装置において、中間転写媒体の電気抵抗の変動を防止するととも
に、イオン導電剤が中間転写媒体から感光体やトナーへブリードアウトするのを防止し、
感光体の光応答特性の低下を防止するとともに、転写効率を飛躍的に向上させ、感光体の
クリーナレスを実現することを目的とする。
【０００９】
【課題を解決するための手段】
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そのために本発明の画像形成装置は、感光体上の静電潜像を負帯電トナーによって現像し
、現像されたトナー像を中間転写媒体に転写する画像形成装置において、前記中間転写媒
体は、カチオンを導電剤として含む導電層と、該導電層より感光体側に形成され、アニオ
ンを導電剤として含む表面コート層の少なくとも２層からなることを特徴する。
また、感光体のクリーニング手段を無くしたことを特徴する。
【００１０】
【発明の実施の形態】
図１は、本発明の画像形成装置を説明するための図であり、非接触現像方式の一例を示す
ものである。なお、接触現像方式にも適用可能である。
感光体１は直径２４～８６ｍｍで表面速度６０～３００ｍｍ／ｓで回転する感光体ドラム
で、コロナ帯電器２によりその表面が均一に負帯電された後、記録すべき情報に応じた露
光３が行なわれることにより、静電潜像が形成される。
現像器１０は、一成分現像装置であり、有機感光体１上に一成分非磁性トナーからなる負
帯電トナーＴを供給することで有機感光体１における静電潜像を反転現像し、可視像化す
るものである。現像手段１０には、一成分非磁性トナーＴが収納されており、図示矢印の
ごとく回転するトナー供給ローラ７によりトナーを現像ローラ９に供給する。現像ローラ
９はトナー供給ローラ７と同方向に回転し、トナー供給ローラ７により搬送されたトナー
Ｔをその表面に保持した状態で有機感光体１との近接部に搬送し、有機感光体１上の静電
潜像を可視像化する。
【００１１】
現像ローラ９は、例えば直径１６～２４ｍｍで、金属製管にメッキやブラスト処理したロ
ーラ、あるいは中心軸周面にブタジエンゴム、スチレンブタジエンゴム、エチレンプロピ
レンゴム、ウレタンゴム、シリコーンゴム等からなる体積抵抗値１０ 4～１０ 8Ω・ｃｍ、
硬度が４０～７０°（アスカーＡ硬度）の導電性弾性体層が形成されたもので、この管の
軸等を介して図示しない電源より現像バイアス電圧が印加される。
【００１２】
規制ブレード８としてはステンレス、リン青銅、ゴム板、金属薄板にゴムチップの貼り合
わせたもの等が使用されるが、現像ローラ９に対して図示しないばね等の付勢手段により
、あるいは弾性体としての反発力を利用して線圧２４５～４９０ｍＮ／ｃｍで押圧され、
現像ローラ９上のトナー層厚を略１層から２層の薄層とすると良い。
【００１３】
非接触現像方式にあっては、感光体の暗電位としては－５００～－７００Ｖ、明電位とし
ては－５０～－１５０Ｖ、図示していないが現像バイアス電圧としては－１００～－４０
０Ｖとすると良く、現像ローラ９とトナー供給ローラ７とは同電位とすると良い。また、
現像ローラ９の周速を、有機感光体１に対して１．１～２．５、好ましくは１．２～２．
２の周速比とするとよく、これにより、小粒径のトナー粒子であっても、有機感光体１と
の帯電を確実にできる。
【００１４】
また、規制ブレード８、現像ローラ９におけるそれぞれの仕事関数をトナーの仕事関数よ
り小さくして、規制ブレード８と接触するトナーを負に接触帯電させておくことにより、
より均一な負帯電トナーにすることができる。また、規制ブレード８に電圧を印加してブ
レードに接触するトナーへ電荷注入してトナー帯電量を制御してもよい。
【００１５】
中間転写媒体４は、感光体１と転写ローラ（転写手段）６との間に送られ、電圧が印加さ
れることにより、感光体１上の可視像が中間転写媒体４上に転写され、中間転写媒体４上
にトナー画像が形成される。通常、感光体上に残留するトナーは、クリーニングブレード
により除去されが、本発明においては転写効率を９９．５％以上（感光体上に残留したト
ナーを次の１回転で白紙上に転写したときトナーが視認できない量）にすることができ、
感光体のクリーナレスを実現している。感光体１上の静電荷は除電ランプにより消去され
、感光体は再使用に供せられる。
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【００１６】
中間転写媒体４としては、転写ベルトまたは転写ドラムを用いることができ、その導電層
に一次転写電圧として＋２５０～＋６００Ｖの電圧が印加され、また、紙等の記録媒体材
への二次転写に際しては、二次転写電圧として＋４００～＋２８００Ｖの電圧が印加され
るとよい。
転写ベルトとしては、合成樹脂製の基体からなるフィルムやシート上に転写層を設けるも
のであり、他方は弾性体の基層上に表層である転写層を設けるものである。また、転写ド
ラムとしては、感光体が剛性のあるドラム、例えばアルミニウム製のドラム上に有機感光
層を設けた場合には、転写媒体としてはアルミニウム等の剛性のあるドラム基体上に弾性
の表層である転写層を設けるものである。また、感光体の支持体がベルト状、あるいはゴ
ム等の弾性支持体上に感光層を設けたいわゆる弾性感光体である場合には、転写媒体とし
てはアルミニウム等の剛性のあるドラム基体上に直接あるいは導電性中間層を介して転写
層を設けるとよい。
基体としては、導電性あるいは絶縁性基体が使用可能である。転写ベルトの場合には、体
積抵抗１０ 4  ～１０ 1 2Ω・ｃｍ、好ましくは１０ 6  ～１０ 1 1Ω・ｃｍの範囲が好ましい。
【００１７】
次に、各構成部材の詳細について説明する。
有機感光体１としては、有機単層型でも有機積層型でもよく、有機積層型感光体としては
、導電性支持体上に、下引き層を介して電荷発生層、電荷輸送層を順次積層したものであ
る。
【００１８】
導電性支持体としては、公知の導電性支持体が使用可能であり、例えば体積抵抗１０ 1 0Ω
・ｃｍ以下の導電性を示すもの、例えばアルミニウム合金に切削等の加工を施した管やポ
リエチレンテレフタレートフィルム上にアルミニウムを蒸着あるいは導電性塗料により導
電性を付与したもの、導電性ポリイミド樹脂を形成してなる管状、ベルト状、板状、シー
ト状支持体等が例示される。他の例としては、ニッケル電鋳管やステンレス管などをシー
ムレスにした金属ベルトも好適に使用することができる。
【００１９】
導電性支持体上に設けられる下引き層としては公知の下引き層が使用可能である。例えば
、下引き層は接着性を向上させ、モワレを防止し、上層の電荷発生層の塗工性を改良、露
光時の残留電位を低減させるなどの目的で設けられる。下引き層に使用する樹脂はその上
に感光層を塗工する関係上、感光層に使用する溶剤に対して耐溶解性の高い樹脂であるこ
とが望ましい。使用可溶な樹脂としては、ポリビニルアルコール、カゼイン、ポリアクリ
ル酸ナトリウム等の水溶性樹脂、酢酸ビニル、共重合ナイロン、メトキシメチル化ナイロ
ン等のアルコール可溶性樹脂、ポリウレタン、メラミン樹脂、エポキシ樹脂等であり、単
独または２種以上の組み合わせで使用することができる。また、これらの樹脂に二酸化チ
タン、酸化亜鉛等の金属酸化物を含有させてもよい。
【００２０】
電荷発生層における電荷発生顔料としては、公知の材料が使用可能である。例えば、金属
フタロシアニン、無金属フタロシアニンなどのフタロシアニン系顔料、アズレニウム塩顔
料、スクエアリック酸メチン顔料、カルバゾール骨格を有するアゾ顔料、トリフェニルア
ミン骨格を有するアゾ顔料、ジフェニルアミン骨格を有するアゾ顔料、ジベンゾチオフェ
ン骨格を有するアゾ顔料、フルオレン骨格を有するアゾ顔料、オキサジアゾール骨格を有
するアゾ顔料、ビススチルベン骨格を有するアゾ顔料、ジスチリルオキサジアゾール骨格
を有するアゾ顔料、ジスチリルカルバゾール骨格を有するアゾ顔料、ペリレン系顔料、ア
ントラキノン系または多環キノン系顔料、キノンイミン系顔料、ジフェニルメタンおよび
トリフェニルメタン系顔料、ベンゾキノンおよびナフトキノン系顔料、シアニンおよびア
ゾメチン系顔料、インジゴイド系顔料、ビスベンズイミダゾール系顔料などが挙げられる
。これらの電荷発生顔料は、単独または２種以上の組み合わせで使用することができる。
【００２１】
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電荷発生層におけるバインダー樹脂としては、ポリビニルブチラール樹脂、部分アセター
ル化ポリビニルブチラール樹脂、ポリアリレート樹脂、塩化ビニル－酢酸ビニル共重合体
等を挙げることができる。バインダー樹脂と前記電荷発生物質の構成比は、重量比でバイ
ンダー樹脂１００部に対して、１０～１０００部の範囲で用いられる。
【００２２】
電荷輸送層を構成する電荷輸送物質としては公知の材料が使用可能であり、電子輸送物質
と正孔輸送物質とがある。電子輸送物質としては、例えばクロルアニル、テトラシアノエ
チレン、テトラシアノキノジメタン、２，４，７－トリニトロ－９－フルオレノン、パラ
ジフェノキノン誘導体、ベンゾキノン誘導体、ナフトキノン誘導体などの電子受容性物質
が挙げられる。これらの電子輸送物質は、単独または２種以上の組み合わせで使用するこ
とができる。
【００２３】
正孔輸送物質としては、オキサゾール化合物、オキサジアゾール化合物、イミダゾール化
合物、トリフェニルアミン化合物、ピラゾリン化合物、ヒドラゾン化合物、スチルベン化
合物、フェナジン化合物、ベンゾフラン化合物、ブタジエン化合物、ベンジジン化合物お
よびこれらの化合物の誘導体が挙げられる。これらの電子供与性物質は単独または２種以
上の組み合わせで使用することができる。
【００２４】
電荷輸送層中には、これらの物質の劣化防止のために酸化防止剤、老化防止剤、紫外線吸
収剤などを含有することもできる。
電荷輸送層におけるバインダー樹脂としては、ポリエステル、ポリカーボネート、ポリス
ルホン、ポリアリレート、ポリビニルブチラール、ポリメチルメタクリレート、ポリ塩化
ビニル樹脂、塩化ビニル－酢酸ビニル共重合体、シリコーン樹脂などを用いることができ
るが、電荷輸送物質との相溶性、膜強度、溶解性、塗料としての安定性の点でポリカーボ
ネートが好ましい。バインダー樹脂と電荷輸送物質の構成比は、重量比でバインダー樹脂
１００部に対して２５～３００部の範囲で用いられる。
【００２５】
電荷発生層、電荷輸送層を形成するためには、塗布液を使用するとよく、溶剤はバインダ
ー樹脂の種類によって異なるが、例えばメタノール、エタノール、イソプロピルアルコー
ル等のアルコール類、アセトン、メチルエチルケトン、シクロヘキサノン等のケトン類、
Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチルアセトアミド等のアミド類、テトラヒ
ドロフラン、ジオキサン、エチレングリコールモノメチルエーテル類等のエーテル類、酢
酸メチル、酢酸エチル等のエステル類、クロロホルム、塩化メチレン、ジクロルエチレン
、四塩化炭素、トリクロルエチレン等の脂肪族ハロゲン化炭化水素、あるいはベンゼン、
トルエン、キシレン、モノクロルベンゼン等の芳香族類等を用いることができる。
【００２６】
また、電荷発生顔料の分散には、サンドミル、ボールミル、アトライター、遊星式ミル等
の機械式の方法を用いて分散と混合を行うとよい。
下引き層、電荷発生層および電荷輸送層の塗工法としては、浸漬コーティング法、リング
コーティング法、スプレーコーティング法、ワイヤーバーコーティング法、スピンコーテ
ィング、ブレードコーティング法、ローラーコーティング法、エアナイフコーティング法
等の方法を用いる。また、塗工後の乾燥は常温乾燥後、３０～２００℃の温度で３０から
１２０分間加熱乾燥することが好ましい。これらの乾燥後の膜厚は電荷発生層では、０．
０５～１０μｍの範囲、好ましくは０．１～３μｍである。また、電荷輸送層では５～５
０μｍの範囲、好ましくは１０～４０μｍである。
【００２７】
また、単層有機感光体層は、上述した有機積層型感光体において説明した導電性支持体上
に、同様の下引き層を介して、電荷発生剤、電荷輸送剤、増感剤等とバインダー、溶媒等
からなる単層有機感光層を塗布形成することにより作製される。有機負帯電単層型感光体
については、例えば特開２０００－１９７４６号公報に準じて作製するとよい。
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【００２８】
単層有機感光層における電荷発生剤としてはフタロシアニン系顔料、アゾ系顔料、キノン
系顔料、ペリレン系顔料、キノシアトン系顔料、インジゴ系顔料、ビスベンゾイミダゾー
ル系顔料、キナクリドン系顔料が挙げられ、好ましくはフタロシアニン系顔料、アゾ系顔
料である。電荷輸送剤としてはヒドラゾン系、スチルベン系、フェニルアミン系、アリー
ルアミン系、ジフェニルブタジエン系、オキサゾール系等の有機正孔輸送化合物が例示さ
れ、また、増感剤としては各種の電子吸引性有機化合物であって電子輸送剤としても知ら
れているパラジフェノキノン誘導体、ナフトキノン誘導体、クロラニル等が例示される。
バインダーとしてはポリカーボネート樹脂、ポリアリレート樹脂、ポリエステル樹脂等の
熱可塑性樹脂が例示される。
【００２９】
各成分の組成比は、バインダー４０～７５重量％、電荷発生剤０．５～２０重量％、電荷
輸送剤１０～５０重量％、増感剤０．５～３０重量％であり、好ましくはバインダー４５
～６５重量％、電荷発生剤１～２０重量％、電荷輸送剤２０～４０重量％、増感剤２～２
５重量％である。溶剤としては、下引き層に対して、溶解性を有しない溶媒が好ましく、
トルエン、メチルエチルケトン、テトラヒドロフラン等が例示される。
各成分は、ホモミキサー、ボールミル、サンドミル、アトライター、ペイントコンディシ
ョナー等の攪拌装置で粉砕・分散混合され、塗布液とされる。塗布液は、下引き層上にデ
ィップコート、リングコート、スプレーコート等により乾燥後の膜厚１５～４０μｍ、好
ましくは２０～３５μｍで塗布・乾燥されて単層有機感光体層とされる。
【００３０】
本発明に用いるトナーとしては、粉砕法および重合法により得られるトナーのいずれでも
良いが、円形度が良好な重合法トナーが好ましい。
粉砕法トナーとしては、樹脂バインダーに少なくとも顔料を含有し、離型剤、荷電制御剤
等を添加し、ヘンシェルミキサー等で均一混合した後、２軸押し出し機で溶融混練され、
冷却後、粗粉砕－微粉砕工程を経て、分級処理され、さらに、外添粒子が付着されてトナ
ー粒子とされる。
【００３１】
バインダー樹脂としてはトナー用樹脂として使用されている合成樹脂が使用可能であり、
例えばポリスチレン、ポリ－α－メチルスチレン、クロロポリスチレン、スチレン－クロ
ロスチレン共重合体、スチレン－プロピレン共重合体、スチレン－ブタジエン共重合体、
スチレン－塩化ビニル共重合体、スチレン－酢酸ビニル共重合体、スチレン－マレイン酸
共重合体、スチレン－アクリル酸エステル共重合体、スチレン－メタクリル酸エステル共
重合体、スチレン－アクリル酸エステル－メタクリル酸エステル共重合体、スチレン－α
－クロルアクリル酸メチル共重合体、スチレン－アクリロニトリル－アクリル酸エステル
共重合体、スチレン－ビニルメチルエーテル共重合体等のスチレン系樹脂でスチレン又は
スチレン置換体を含む単重合体又は共重合体、ポリエステル樹脂、エポキシ樹脂、ウレタ
ン変成エポキシ樹脂、シリコーン変成エポキシ樹脂、塩化ビニル樹脂、ロジン変性マレイ
ン酸樹脂、フェニール樹脂、ポリエチレン、ポリプロピレン、アイオノマー樹脂、ポリウ
レタン樹脂、シリコーン樹脂、ケトン樹脂、エチレン－エチルアクリレート共重合体、キ
シレン樹脂、ポリビニルブチラール樹脂、テルペン樹脂、フェノール樹脂、脂肪族又は脂
環族炭化水素樹脂等が単独又は複合して使用できる。
【００３２】
特に本発明においては、スチレン－アクリル酸エステル系樹脂、スチレン－メタクリル酸
エステル系樹脂、ポリエステル樹脂が好ましい。バインダー樹脂としてはガラス転移温度
が５０～７５℃、フロー軟化温度が１００～１５０℃の範囲が好ましい。
【００３３】
着色剤としては、トナー用着色剤が使用可能である。例えばカーボンブラック、ランプブ
ラック、マグネタイト、チタンブラック、クロムイエロー、群青、アニリンブルー、フタ
ロシアニンブルー、フタロシアニングリーン、ハンザイエローＧ、ローダミン６Ｇ、カル
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コオイルブルー、キナクリドン、ベンジジンイエロー、ローズベンガル、マラカイトグリ
ーンレーキ、キノリンイエロー、Ｃ．Ｉ．ピグメント・レッド４８：１、Ｃ．Ｉ．ピグメ
ント・レッド１２２、Ｃ．Ｉ．ピグメント・レッド５７：１、Ｃ．Ｉ．ピグメント・レッ
ド１２２、Ｃ．Ｉ．ピグメント・レッド１８４、Ｃ．Ｉ．ピグメント・イエロー１２、Ｃ
．Ｉ．ピグメント・イエロー１７、Ｃ．Ｉ．ピグメント・イエロー９７、Ｃ．Ｉ．ピグメ
ント・イエロー１８０、Ｃ．Ｉ．ソルベント・イエロー１６２、Ｃ．Ｉ．ピグメント・ブ
ルー５：１、Ｃ．Ｉ．ピグメント・ブルー１５：３等の染料および顔料を単独あるいは複
合して使用できる。
【００３４】
離型剤としては、トナー用離型剤が使用可能である。例えばパラフィンワックス、マイク
ロワックス、マイクロクリスタリンワックス、キャデリラワックス、カルナウバワックス
、ライスワックス、モンタンワックス、ポリエチレンワックス、ポリプロピレンワックス
、酸化型ポリエチレンワックス、酸化型ポリプロピレンワックス等が挙げられる。中でも
ポリエチレンワックス、ポリプロピレンワックス、カルナバワックス、エステルワックス
等を使用することが好ましい。
【００３５】
荷電調整剤としては、トナー用荷電調整剤が使用可能である。例えば、オイルブラック、
オイルブラックＢＹ、ボントロンＳ－２２およびＳ－３４（オリエント化学工業製）、サ
リチル酸金属錯体Ｅ－８１、Ｅ－８４（オリエント化学工業製）、チオインジゴ系顔料、
銅フタロシアニンのスルホニルアミン誘導体、スピロンブラックＴＲＨ（保土ヶ谷化学工
業製）、カリックスアレン系化合物、有機ホウ素化合物、含フッ素４級アンモニウム塩系
化合物、モノアゾ金属錯体、芳香族ヒドロキシルカルボン酸系金属錯体、芳香族ジカルボ
ン酸系金属錯体、多糖類等が挙げられる。なかでもカラートナー用には無色ないしは白色
のものが好ましい。
【００３６】
粉砕法トナーにおける成分比としては、バインダー樹脂１００重量部に対して、着色剤は
０．５～１５重量部、好ましくは１～１０重量部であり、また、離型剤は１～１０重量部
、好ましくは２．５～８重量部であり、また、荷電制御剤は０．１～７重量部、好ましく
は０．５～５重量部である。
【００３７】
粉砕法トナーにあっては、転写効率の向上を目的とした場合、球形化処理されるとよく、
そのためには、粉砕工程で、比較的丸い球状で粉砕可能な装置、例えば機械式粉砕機とし
て知られるターボミル（川崎重工業製）を使用すれば円形度は０．９３まで高めることが
できる。または、粉砕したトナーを熱風球形化装置（日本ニューマチック工業製）を使用
することによって円形度を１．００まで高めることができる。
なお、トナー粒子の平均粒径と円形度は、粒子像分析装置（シスメックス製　ＦＰＩＡ２
１００）で測定した値である。
【００３８】
また、重合法トナーとしては、懸濁重合法、乳化重合法、分散重合法等により得られるト
ナーが挙げられる。懸濁重合法においては、重合性単量体、着色顔料、離型剤とを必要に
より更に、染料、重合開始剤、架橋剤、荷電制御剤、その他の添加剤を添加した複合物を
溶解又は分散させた単量体組成物を、懸濁安定剤（水溶性高分子、難水溶性無機物質）を
含む水相中に攪拌しながら添加して造粒し、重合させて所望の粒子サイズを有する着色重
合トナー粒子を形成することができる。
【００３９】
乳化重合法においては、単量体と離型剤を必要により更に重合開始剤、乳化剤（界面活性
剤）などを水中に分散させて重合を行い、次いで凝集過程で着色剤、荷電制御剤と凝集剤
（電解質）等を添加することによって所望の粒子サイズを有する着色トナー粒子を形成す
ることができる。
重合法トナー作製に用いられる材料において、着色剤、離型剤、荷電制御剤、に関しては
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、上述した粉砕トナーと同様の材料が使用できる。
【００４０】
重合性単量体成分としては、公知のビニル系モノマーが使用可能であり、例えば、スチレ
ン、ｏ－メチルスチレン、ｍ－メチルスチレン、ｐ－メチルスチレン、α－メチルスチレ
ン、ｐ－メトキシスチレン、ｐ－エチルスチレン、ビニルトルエン、２，４－ジメチルス
チレン、ｐ－ｎ－ブチルスチレン、ｐ－フェニルスチレン、ｐ－クロルスチレン、ジビニ
ルベンゼン、アクリル酸メチル、アクリル酸エチル、アクリル酸プロピル、アクリル酸ｎ
－ブチル、アクリル酸イソブチル、アクリル酸ｎ－オクチル、アクリル酸ドデシル、アク
リル酸ヒドロキシエチル、アクリル酸２－エチルヘキシル、アクリル酸フェニル、アクリ
ル酸ステアリル、アクリル酸２－クロルエチル、メタクリル酸メチル、メタクリル酸エチ
ル、メタクリル酸プロピル、メタクリル酸ｎ－ブチル、メタクリル酸イソブチル、メタク
リル酸ｎ－オクチル、メタクリル酸ドデシル、メタクリル酸ヒドロキシエチル、メタクリ
ル酸２－エチルヘキシル、メタクリル酸ステアリル、メタクリル酸フェニル、アクリル酸
、メタクリル酸、マレイン酸、フマル酸、ケイ皮酸、エチレングリコール、プロピレング
リコール、無水マレイン酸、無水フタル酸、エチレン、プロピレン、ブチレン、イソブチ
レン、塩化ビニル、塩化ビニリデン、臭化ビニル、フッ化ビニル、酢酸ビニル、プロピレ
ン酸ビニル、アクリロニトリル、メタクリルニトリル、ビニルメチルエーテル、ビニルエ
チルエーテル、ビニルケトン、ビニルヘキシルケトン、ビニルナフタレン等が挙げられる
。なお、フッ素含有モノマーとしては例えば２，２，２－トリフルオロエチルアクリレー
ト、２，２，３，３－テトラフルオロプロピルアクリレート、フッ化ビニリデン、三フッ
化エチレン、テトラフルオロエチレン、トリフルオロプロピレンなどはフッ素原子が負荷
電制御に有効であるので使用が可能である。
【００４１】
乳化剤（界面活性剤）としては、例えばドデシルベンゼン硫酸ナトリウム、テトラデシル
硫酸ナトリウム、ペンタデシル硫酸ナトリウム、オクチル硫酸ナトリウム、オレイン酸ナ
トリウム、ラウリン酸ナトリウム、ステアリン酸カリウム、オレイン酸カルシウム、ドデ
シルアンモニウムクロライド、ドデシルアンモニウムブロマイド、ドデシルトリメチルア
ンモニウムブロマイド、ドデシルピリジニウムクロライド、ヘキサデシルトリメチルアン
モニウムブロマイド、ドデシルポリオキシエチレンエーテル、ヘキサデシルポリオキシエ
チレンエーテル、ラウリルポリオキシエチレンエーテル、ソルビタンモノオレアートポリ
オキシエチレンエーテル等がある。
【００４２】
重合開始剤としては、例えば、過硫酸カリウム、過硫酸ナトリウム、過硫酸アンモニウム
、過酸化水素、４，４’－アゾビスシアノ吉草酸、ｔ－ブチルハイドロパーオキサイド、
過酸化ベンゾイル、２，２’－アゾビス－イソブチロニトリル等がある。
【００４３】
凝集剤（電解質）としては、例えば、塩化ナトリウム、塩化カリウム、塩化リチウム、塩
化マグネシウム、塩化カルシウム、硫酸ナトリウム、硫酸カリウム、硫酸リチウム、硫酸
マグネシウム、硫酸カルシウム、硫酸亜鉛、硫酸アルミニウム、硫酸鉄等が挙げられる。
【００４４】
重合法トナーの円形度の調節法としては、乳化重合法は２次粒子の凝集過程で温度と時間
を制御することで、円形度を自由に変えることができ、その範囲は０．９４～１．００で
ある。また、懸濁重合法では、真球のトナーが可能であるため、円形度は０．９８～１．
００の範囲となる。また、円形度を調節するためにトナーのＴｇ温度以上で加熱変形させ
ることで、円形度を０．９４～０．９８まで自由に調節することが可能となる。
また、トナーの個数平均粒径は、９μｍ以下であることが好ましく、８μｍ～４．５μｍ
であることがより好ましい。９μｍよりも大きなトナーでは、１２００ｄｐｉ以上の高解
像度で潜像を形成しても、その解像度の再現性が小粒子径のトナーに比べて低下し、また
４．５μｍ以下になると、トナーによる隠蔽性が低下するとともに、流動性を高めるため
に外添剤の使用量が増大し、その結果、定着性能が低下する傾向があるので好ましくない
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。
【００４５】
次に、外添剤について説明する。本発明に係るトナー粒子には、外添剤として、シリカ粒
子と、シリカの表面をチタン、スズ、ジルコニウムおよびアルミニウムから選ばれる少な
くとも１種の金属の酸化物、水酸化物によって修飾した表面修飾シリカ粒子を含み、シリ
カ粒子に対して表面修飾シリカ粒子が重量比で１．５倍以下の比で含有されている。
【００４６】
また、その他の外添剤としては、各種の無機および有機のトナー用流動性改良剤が使用可
能である。例えば、正帯電性シリカ、二酸化チタン、アルミナ、酸化亜鉛、フッ化マグネ
シウム、炭化ケイ素、炭化ホウ案、炭化チタン、炭化ジルコニウム、窒化ホウ素、窒化チ
タン、窒化ジルコニウム、酸化ジルコニウム、酸化亜鉛、炭酸マグネシウム、マグネタイ
ト、二硫化モリブデン、ステアリン酸アルミニウム、ステアリン酸マグネシウム、ステア
リン酸亜鉛、ステアリン酸カルシウム、チタン酸ストロンチウム等のチタン酸金属塩、ケ
イ素金属塩の各微粒子を使用するこるとができる。これらの微粒子は、シランカップリン
グ剤、チタンカップリング剤、高級脂肪酸、シリコーンオイル等で疎水化処理して使用す
ることが好ましい。その他の樹脂微粒子の例としては、アクリル樹脂、スチレン樹脂、フ
ッ素樹脂等が挙げられる。流動性改良剤は単独あるいは混合して使用でき、その使用量は
トナー１００重量部に対して０．１ないし５重量部、より好ましくは０．５ないし４．０
重量部であることが好ましい。
【００４７】
シリカ粒子としては、ケイ素のハロゲン化物等から乾式で作製した粒子、およびケイ素化
合物から液中で析出した湿式法によるもののいずれをも用いることができる。
そして、シリカ粒子の一次粒子の平均粒子径は、７ｎｍ～４０ｎｍとすることが好ましく
、１０ｎｍ～３０ｎｍとすることがより好ましい。また、シリカ粒子の一次粒子の平均粒
子径が７ｎｍより小さいと、トナーの母粒子に埋没しやすくなり、また、負に過帯電しや
すくなる。そして、４０ｎｍを超えるとトナー母粒子の流動性付与効果が悪化し、トナー
を均一に負に帯電させることが困難になる結果、逆帯電である正に帯電したトナー量が増
加する傾向となる。
【００４８】
シリカ粒子としては、個数平均粒径分布が異なるシリカを混合して用いることが好ましく
、粒径が大きな外添剤を含有することによって、トナー粒子中に外添剤が埋まってしまう
ことを防止し、小径のシリカ粒子によって好ましい流動性を得ることができる。
具体的には、一方のシリカの個数平均一次粒子径が５ｎｍ～２０ｎｍであることが好まし
く、７～１６ｎｍであることがより好ましい。また、他方のシリカの個数平均一次粒子径
が３０ｎｍ～５０ｎｍであることが好ましく、３０～４０ｎｍである粒子を併用すること
がより好ましい。
なお、外添剤の粒径は、電子顕微鏡像によって観察して測定したものであり、個数平均粒
子径を平均粒子径としている。
【００４９】
外添剤として使用するシリカ粒子は、シランカップリング剤、チタンカップリング剤、高
級脂肪酸、シリコーンオイル等で疎水化処理して使用することが好ましく、例えばジメチ
ルジクロルシラン、オクチルトリメトキシシラン、ヘキサメチルジシラザン、シリコーン
オイル、オクチル－トリクロルシラン、デシル－トリクロルシラン、ノニル－トリクロル
シラン、（４－ iso －プロピルフェニル）－トリクロルシラン、（４－ t －ブチルフェニ
ル）－トリクロルシラン、ジペンチル－ジクロルシラン、ジヘキシル－ジクロルシラン、
ジオクチル－ジクロルシラン、ジノニル－ジクロルシラン、ジデシル－ジクロルシラン、
ジドデシル－ジクロルシラン、（４－ t －ブチルフェニル）－オクチル－ジクロルシラン
、ジデセニル－ジクロルシラン、ジノネニル－ジクロルシラン、ジ－２－エチルヘキシル
－ジクロルシラン、ジ－３，３－ジメチルペンチル－ジクロルシラン、トリヘキシル－ク
ロルシラン、トリオクチル－クロルシラン、トリデシル－クロルシラン、ジオクチル－メ
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チル－クロルシラン、オクチル－ジメチル－クロルシラン、（４－ iso －プロピルフェニ
ル）－ジエチル－クロルシラン等が例示される。
【００５０】
また、シリカ粒子と、金属化合物によって表面を修飾したシリカをシリカ粒子に対して所
定の量を併用することが好ましい。表面修飾シリカとしては、５０～４００ｍ 2／ｇの比
表面積を有するシリカ粒子を、チタン、スズ、ジルコニウムおよびアルミニウムから選ば
れる少なくとも一種の水酸化物あるいは酸化物で被覆したものである。
これらの配合量は、シリカ粒子１００重量部に対し、１～３０重量部のこれらの水酸化物
、酸化物で被覆したスラリーとし、引き続いてスラリー中の固形分に対し、アルコキシシ
ランを３～５０重量部を被覆した後、アルカリで中和し、ろ過、洗浄、乾燥及び粉砕を行
うことによって得ることができる。表面修飾シリカに使用するシリカ微粒子は、湿式法あ
るいは気相法で製造されたいずれの粒子を使用することができる。
【００５１】
また、シリカ粒子の表面修飾は、チタン、スズ、ジルコニウム、アルミニウムを少なくと
も一種を含有する水系の溶液を使用することができ、例えば、硫酸チタン、四塩化チタン
、塩化スズ、硫酸第一スズ、オキシ塩化ジルコニウム、硫酸ジルコニウム、硝酸ジルコニ
ウム、硫酸アルミニウム、アルミン酸ナトリウム等を挙げることができる。
シリカ粒子をこれらの金属酸化物、水酸化物での表面修飾は、これらの金属化合物の水系
溶液によってシリカ粒子のスラリーを処理することによっておこなうことができる。処理
温度は、２０～９０℃とすることが好ましい。
【００５２】
次いで、アルコキシシランによって被覆することによって、疎水化処理を行う。疎水化処
理は、スラリーのｐＨを２～６、好ましくはｐＨ３～６に調整した後、少なくとも一種の
アルコキシシランをシリカ微粒子１００重量部に対して３０ないし５０重量部を添加し、
スラリーの温度を２０～１００℃、好ましくは３０～７０℃に調整し、加水分解及び縮合
反応を行うことによって実現することができる。
【００５３】
また、アルコキシシランを添加した後には、スラリーを攪拌した後、ｐＨ４～９、好まし
くは５～７とｐＨの調整を行って縮合反応を促進することが好ましい。ｐＨの調整は、水
酸化ナトリウム、水酸化カリウム、炭酸ナトリウム、アンモニア水、アンモニアガス等を
使用することができる。この様な処理を行うことで、均一に疎水化処理された安定な微粒
子が得られる。
次いで、スラリーをろ過、水洗後に乾燥を行うことによって表面修飾されたシリカ微粒子
を得ることができる。
乾燥は、１００～１９０℃、好ましくは１１０～１７０℃である。１００℃未満だと乾燥
効率が悪く疎水化度が低くなるので好ましくない。また、１９０℃を超えると、炭化水素
基の熱分解により変色と疎水化度の低下が起こるので好ましくない。
疎水化処理は、表面修飾シリカ粒子にアルコキシシランを添加した後にヘンシェルミキサ
ー等を用いて被覆することもできる。
【００５４】
本発明において、これらの外添剤は、トナー母粒子１００重量部に対して０．０５～２重
量部とすることが好ましい。
０．０５重量部よりも少ない場合には、流動性付与、および過帯電防止に効果がなく、逆
に２重量部を超えると、負帯電の電荷量が低下すると同時に、逆極性である正帯電のトナ
ー量が増加し、カブリや逆転写トナー量を増加する結果となる。
【００５５】
図２は、本発明に係る中間転写媒体の１実施形態を示す模式的拡大断面図である。本発明
においては、感光体１上の静電潜像を負帯電トナーによって現像し、現像されたトナー像
を中間転写媒体４に転写する画像形成装置において、前記中間転写媒体４は、カチオンを
導電剤として含む導電層４ａと、該導電層より感光体側に形成され、アニオンを導電剤と
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して含む表面コート層４ｂの少なくとも２層からなることを特徴とし、これにより、イオ
ン導電剤が中間転写媒体４から感光体１やトナーへブリードアウトするのを防止し、感光
体１の光応答特性の低下を防止するとともに、転写効率を飛躍的に向上させ、感光体１の
クリーナレスを実現することができる。
【００５６】
本実施形態の中間転写媒体４は、図２に示すように、カチオン系導電剤（プラスイオン）
を含む導電層４ａと該導電層４ａより感光体１側に形成されアニオン系導電剤（マイナス
イオン）を含む表面コート層４ｂの少なくとも２層を有している。
導電層４ａは、イオン導電性を有する高分子物質から構成されている。プラスイオン導電
性を示す高分子の微細粒子を透湿性の小さい高分子中に分散させるもので、その配合量（
重量）の比を前者と後者の間で、８５／１５～４０／６０、好ましくは８０／２０～５０
／５０にすると良い。
そして、イオン導電性を有する高分子を透湿性の少ない高分子中に分散させるためには、
それらの混練物に前者の高分子を加硫させる薬品を添加し、混練を１４０℃～２２０℃の
温度で行いながら後者の高分子中に微分散させる。混練は公知の方法で行うことができ、
例えば、オープンロール、バンバアリーミキサー、ニーダ－等の混練装置を用いる。また
、イオン導電性の高分子の分散微粒子径をより小さくするために、相溶化剤を添加し、粒
子径を調整すしても良い。
【００５７】
また、イオン導電性の中間転写媒体の電気抵抗をより低くする場合には、イオン導電性付
与剤を別途配合することができる。また、加硫剤の他に、加硫促進剤や加硫促進補助剤を
併用することができ、使用するイオン導電性の高分子に適した形で加硫剤と組合せて使用
しても良い。
イオン導電性を示す高分子の例としては、ポリエピクロルヒドリン、ポリエチレンオキサ
イド－エピクロルヒドリン共重合体、アリルグリシジルエーテル－エチレンオキサイド－
エピクロルヒドリン共重合体、アリルグリシジルエーテル－ポリプロピレンオキサイド－
－エピクロルヒドリン共重合体、アクリロニトリル－ブタジエン共重合体、ポリクロロプ
レン、アクリルゴム、ウレタンゴム等のゴムやスチレン－イソプレン－スチレンブロック
共重合体およびこの水添したもの、スチレン－ブタジエン－スチレン共重合体およびこの
水添したもの等の熱可塑性エラストマーが単独または組み合わせて好適に用いられる。
【００５８】
また、透湿性の小さい高分子の例としては、ブチルゴム、ハロゲン化ブチルゴム、アルキ
ルスチレンとイソブチレンの共重合体の臭素化物、エチレン－プロピレン共重合体および
その変性物、エチレン－プロピレン－ジエン共重合体、塩素化ポリエチレン、クロロスル
ホン化ポリエチレン、スチレン－ブタジエンゴム、ポリイソプレン、ポリノルボネルネン
ゴム、ポリクロロプレン等のゴム、およびポリエチレン、ポリプロピレン、ナイロン、ウ
レタン、ポリビニルクロライド、ポリビニリデンクロライド、ポリカーボネート、スチレ
ン－イソプレン－スチレン共重合体およびこの水添物等の熱可塑性樹脂が使用でき、この
中でもブチルゴム、ハロゲン化ブチルゴム、アルキルスチレンとイソブチレンの共重合体
の臭素化物、エチレン－プロピレン共重合体、エチレン－プロピレン－ジエン共重合体が
好ましい。
【００５９】
また、加硫剤としては、硫黄含有物質、有機過酸化物、トリアジン類等が使用できる。そ
して、加硫促進剤としては、グアニジン類、チオウレア類、ジチオカルバメート類、チウ
ラム類等が、加硫促進助剤としては、酸化亜鉛、酸化マグネシウム、ステアリン酸、トリ
エタノールアミン等が使用できる。
【００６０】
また、それ自体がイオン導電性を有しないポリマーの場合には、以上に示したような透湿
性が小さな高分子物質にイオン導電性付与剤を添加することによりイオン導電性を有する
中間転写媒体用の高分子組成物を得ることができる。
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イオン導電性付与剤の例としは、過塩素酸リチウム、過塩素酸ナトリウム、塩化リチウム
、臭化リチウム、ヨウ化リチウム、硝酸リチウム、チオシアン酸リチウム、チオシアン酸
ナトリウム、トリフルオロメチル硝酸リチウム、臭化ナトリウム、ヨウ化ナトリウム、チ
オシアン酸ナトリウム、過塩素酸ナトリウム、トリフルオロメチル硫酸ナトリウム、ヨウ
化カリウム、チオシアン酸カリウム、過塩素酸カリウムや、これらの亜鉛塩、カルシウム
塩、マグネシウム塩、アンモニウム塩等が使用できる。また、高分子型帯電防止剤を併用
することができ、具体的には、第４級アンモニウム塩基含有共重合体やポリエーテルエス
テルアミド系のものがある。
また、これらのイオン導電性物質を、先に挙げたイオン導電性を有する高分子物質と併用
しても良い。
【００６１】
転写ベルトとするには、混練り機内で加硫した混練物を取り出して、例えば、連続溶融押
出成形法、射出成形法、ブロー成形法等の公知の方法により成形することができる。必要
により、表面研磨をして所望の表面粗さを有する転写ベルトに仕上げることができる。
【００６２】
フィルムまたはシートで基体を作製する場合には、ベルト状とするために端面を超音波溶
着を行うことで、ベルトを作製することができ、具体的にはシート、またはフィルム上に
導電層並びに表面コート層を設けてから、超音波溶着を行うことにより所望の物性を有す
る転写ベルトを作製することができる。
【００６３】
次に、導電層４ａの上に溶解成型、注入成型、浸漬塗工あるいはスプレー塗工等により成
型することによって表面コート層４ｂを設ける。表面コート層４ｂの層厚は、導電層（基
材）４ａの材料の機械的な特性（硬度、弾性率など）を消さないため表面コート層の膜厚
は薄膜にすることが望ましい。数値としては１０μｍ以下がよい。
表面コート層４ｂに含まれるマイナスイオン導電剤（アニオン）の例としては、ポリスチ
レンスルホン酸、ポリアクリル酸、ポリメタクリル酸、ポリビニルスルホン酸、ポリビニ
ルリン酸、などのナトリウム塩、アンモニウム塩等が挙げられる。
【００６４】
表面コート層４ｂに使用されるゴム、エラストマー、樹脂として、例えば、エラストマー
やゴムとしては、スチレン－ブタジエンゴム、ハイスチレンゴム、ブタジエンゴム、イソ
プレンゴム、エチレン－プロピレン共重合体、アクリロニトリルブタジエンゴム、クロロ
プレンゴム、ブチルゴム、シリコンゴム、フッ素ゴム、ニトリルゴム、ウレタンゴム、ア
クリルゴム、エピクロロヒドリンゴム及びノルボルネンゴム等が挙げられる。また、樹脂
類としてはポリスチレン、クロロポリスチレン、ポリ－α－メチルスチレン、スチレン－
ブタジエン共重合体、スチレン－塩化ビニル共重合体、スチレン－酢酸ビニル共重合体、
スチレン－マレイン酸共重合体、スチレン－アクリル酸エステル共重合体（スチレン－ア
クリル酸メチル共重合体、スチレン－アクリル酸エチル共重合体、スチレン－アクリル酸
ブチル共重合体、スチレン－アクリル酸オクチル共重合体及びスチレン－アクリル酸フェ
ニル共重合体等）、スチレン－メタクリル酸エステル共重合体（スチレン－メタクリル酸
メチル共重合体、スチレン－メタクリル酸エチル共重合体、スチレン－メタクリル酸フェ
ニル共重合体等）、スチレン－α－クロロアクリル酸メチル共重合体、スチレン－アクリ
ロニトリル－アクリル酸エステル共重合体等のスチレン系樹脂（スチレンまたはスチレン
置換体を含む単重合体または共重合体）、塩化ビニル樹脂、スチレン－酢酸ビニル共重合
体、ロジン変性マレイン酸樹脂、フェノール樹脂、エポキシ樹脂、ポリエステル樹脂、低
分子量ポリエチレン、低分子量ポリプロピレン、アイオノマー樹脂、ポリウレタン樹脂、
シリコーン樹脂、ケトン樹脂、エチレン－エチルアクリレート共重合体、キシレン樹脂、
フッ素樹脂、ポリカーボネート樹脂、ポリアミド樹脂、ポリビニルブチラール樹脂及びこ
れらの共重合体や混合物があげられ、導電剤や高潤滑性粉体等の各種充填剤、添加剤と混
合したときの抵抗特性を考慮して選択される。
各種の充填剤、添加剤をバインダー成分中に混合、分散する方法も中間転写体の抵抗特性
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を考慮したうえで適宜公知のものを用いることができる。バインダー成分がゴムまたはエ
ラストマーの場合にはロールミル、ニーダー、バンバリーミキサー等の装置が用いられ、
液状の場合にはボールミル、ビーズミル、ホモジナイザー、ペイントシェイカー、ナノマ
イザーもしくはそれに類する装置を使用して分散できる
【００６５】
【実施例】
以下に、本発明の具体的実施例について説明する。
（トナーの作製）
スチレンモノマー８０重量部、アクリル酸ブチル２０重量部、およびアクリル酸５重量部
からなるモノマー混合物を、水１０５重量部、ノニオン乳化剤（第一工業製薬製  絵馬縷
言９５０）１重量部、アニオン乳化剤（第一工業製薬製  ネオゲンＲ）１．５重量部、お
よび過硫酸カリウム０．５５重量部の水溶液混合物に添加し、窒素気流中下で攪拌を７０
℃で 8時間重合を行った。
【００６６】
重合反応後冷却し、乳白色の粒径０．２５μｍの樹脂エマルジョンを得た。次にこの樹脂
エマルジョン２００重量部、ポリエチレンワックスエマルジョン（三洋化成工業製）２０
重量部およびフタロシアニンブルー７重量部を、界面活性剤としてドデシルベンゼンスル
ホン酸ナトリウム０．２重量部を含んだ水中へ分散し、ジエチルアミンを添加してｐＨを
５．５に調整後攪拌しながら電解質として硫酸アルミニウム０．３重量部を加え、次いで
攪拌装置（ＴＫホモミキサー）で高速攪拌して分散を行った。
更に、スチレンモノマー４０重量部、アクリル酸ブチル１０重量部、サリチル酸亜鉛５重
量部を水４０重量部と共に添加し、窒素気流下で攪拌しながら同様にして、９０℃に加熱
し、過酸化水素水を加えて５時間重合し、粒子を成長させた。
【００６７】
重合停止後会合粒子の結合強度を上げるため、ｐＨを５以上に調整しながら９５℃に昇温
し、 5時間保持した。その後得られた粒子を水洗いし、４５℃で真空乾燥を１０時間行っ
た。この粒子に対し、重量比で平均１次粒径が１２ｎｍの疎水性シリカ１％、平均１次粒
径が４０ｎｍの疎水性シリカを０．４％混合しトナーを得た。
【００６８】
（感光体の作製）
アルミニウム素管を支持体として下引き層として、アルコール可溶性ナイロン（東レ　Ｃ
Ｍ８０００）の６重量部とアミノシラン処理された酸化チタン微粒子４重量部をメタノー
ル１００重量部に溶解、分散させてなる塗工液を、リングコーティング法で塗工し、温度
１００℃で４０分乾燥させ、膜厚１．５～２μｍの下引き層を形成した。
この下引き層上に、電荷発生顔料のオキシチタニルフタロシアニン１重量部とブチラール
樹脂（積水化学製　ＢＸ－１）１重量部とジクロルエタン１００重量部とを、直径１ｍｍ
のガラスビーズを用いたサンドミルで８時間分散させた。得られた顔料の分散液を、先に
作製した支持体上に、リングコートし法で塗工し、８０℃で２０分乾燥させ、膜厚０．３
μｍの電荷発生層を形成した。
【００６９】
この電荷発生層上にスチリル化合物の電荷輸送物質４０重量部とポリカーボネート樹脂（
帝人化成製  パンライトＴＳ）６０重量部をトルエン４００重量部に溶解させ、乾燥膜厚
が２２μｍになるように浸漬コーティング法で塗工、乾燥させて電荷輸送層を形成し、２
層からなる感光層を有する有機感光体を作製した。
【００７０】
（中間転写ベルトの作製）
（導電層）
混練り機の設定温度を１８０℃にして、イオン導電性高分子を含むマスターバッチＡ（ア
クリルシジルエーテル－エチレンオキサイド－エピクロルヒドリン共重合体  ８０重量部
、過塩素酸リチウム  ４重量部、塩素化ポリエチレン  １０重量部、塩化アルミニウムマグ
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ネシウムカーボネートハイグレード  ８重量部）と低透湿性高分子を含むマスターバッチ
Ｂ（エチレン－プロピレン－ジエン共重合体２０重量部、塩素化ポリエチレン  ３重量部
）を混練りしながら、イオン導電性高分子のみを加硫させる配合剤Ｃ（テトラメチルチウ
ラムモノスルフィルド  ０．４重量部、ステアリン酸  １重量部、 2,4,6－トリメチルカプ
ト－ 1,3,5－トリアジン  ０．７重量部）を添加して、イオン導電性高分子を先に加硫させ
た。
【００７１】
その後、次工程用の配合剤Ｄ（ポリエーテルエステルアミド系  １０重量部、ステアリン
酸  １重量部、亜鉛華  １重量部、ジブチルジチオカルバミンカルバミン酸亜鉛  ０．２重
量部、粉末硫黄  ０．２重量部）を添加して、１００℃で混練りしたものを混練り機から
取り出し、環状ダイスを有する一軸押出し機により９０℃にて厚さ２ｍｍのチューブ状に
押出した。次に押出しチューブを、環状ダイスと同じ軸線上に支持している冷却インサイ
ドマンドレイルにより内径を規制し冷却固化させてシームレスチューブを作製した。規定
寸法に切断し、転写ベルトとして用いるためにゴム厚を０．５ｍｍまで研磨し、導電層（
転写層）を得た。得られた導電層の体積抵抗率は５．２×１０ 9Ω・ｃｍ、仕事関数５．
２６ｅＶであった。
【００７２】
（表面コート層▲１▼（実施例▲１▼））
水系ポリエーテルウレタン樹脂（旭電化工業 (株 )製、アデカボンタイターＡＭ－３５）１
００重量部、アニオン系導電剤（三洋化成製、ケミスタット３０３３）１．５重量部、硬
化剤（高旭電化工業 (株 )製、ＨＵＸ－１１Ｗ）１．５重量部をペイントコンディショナー
にて２時間分散し半導電性の被覆用の塗布液とした。この液をベルトの表面にスプレーコ
ートにより塗布乾燥（７０℃で６時間）し、約８μｍの表面層を設けた。
【００７３】
（表層コート層▲２▼（実施例▲２▼）
水系ポリエーテルウレタン樹脂（旭電化工業（株）製、アデカボンタイターＡＭ－３５）
１００重量部、アニオン系導電剤（三洋化成製、ケミスタット７５３０）３重量部、硬化
剤（高旭電化工業（株）製、ＨＵＸ－１１Ｗ）１．５重量部をペイントコンディショナー
にて２時間分散し半導電性の被覆用の塗布液とした。この液をベルトの表面にスプレーコ
ートにより塗布乾燥（７０℃で６時間）し、約８μｍの表面層を設けた。
【００７４】
表層コート層▲３▼（比較例▲１▼）
水系ポリエーテルウレタン樹脂（旭電化工業（株）製、アデカボンタイターＡＭ－３５）
１００重量部、導電性カーボンブラック（キャボット製、ＶＵＬＣＡＮＸＣ７２Ｒ）１．
５重量部、硬化剤（高旭電化工業（株）製、ＨＵＸ－１１Ｗ）１．５重量部をペイントコ
ンディショナーにて２時間分散し半導電性の被覆用の塗布液とした。この液をベルトの表
面にスプレーコートにより塗布乾燥（７０℃で６時間）し、約８μｍの表面層を設けた。
【００７５】
表層コート層なし（比較例▲２▼）
【００７６】
実験方法
・上記のトナー、感光体、中間転写体を使用する。
・  現像条件：ＡＣジャンピング現像、ギャップ２００μｍ、ＡＣバイアス１．４ｋＶ、
２ｋＨｚ、ＤＣバイアス－３００Ｖ）
・  ＯＰＣ、帯電：スコロトロン帯電、ワイヤー電圧－４．５Ｋｖ、グリット電圧－６０
０Ｖ
・  測定項目▲１▼：  転写電極印加電圧を３００、５００、７００Ｖと振ったときの逆転
写トナー量（ｍｇ／ｃｍ 2）
・  測定項目▲２▼：千枚印字後に測定した感光体の露光後の表面電位（転写電極印加電
圧は５００Ｖ）
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【表１】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【００７７】
表１は実験結果を示している。
実施例▲１▼，▲２▼はいずれも表層コート層にアニオン系導電剤（マイナスイオン系導
電剤）を含むのでプラスイオン導電剤はベルトの表層コート内で反応し、プラスイオン導
電剤はベルト表面には現れないのでトナー、感光体に移行しない。しかし、比較例▲１▼
、▲２▼は表層コート層にプラスイオン導電剤を引き付ける導電剤がない、または表層コ
ート層がないので電圧というエネルギーを加えた場合にプラスイオン導電剤がベルト表層
からトナー、感光体にまで移行してしまう。このことによって、トナーへ移行した場合は
トナーの極性をプラスにし、逆転写トナーの増加を招き、感光体へ移行した場合は感光体
の光特性を悪化させる現象を引き起こしてしまう。
【００７８】
実施例で１次転写バイアスによって導電層４ａから表層コート層４ｂに移ったプラスイオ
ン導電剤は、２次転写でベルトに対して１次転写とは逆バイアスを印加するのでプラスイ
オン導電剤は導電層４ａ内へと移動し、表層コート層４ｂに蓄積されることはない。
【００７９】
図１で示す画像形成プロセスをイエローＹ、シアンＣ、マゼンタＭ、ブラックＫからなる
４色のトナー（現像剤）による現像器と感光体を組み合わせればフルカラー画像を形成す
ることのできる装置となる。
【００８０】
図３は、本発明の画像形成装置の１実施形態を示す全体構成図である。本実施形態は、タ
ンデム方式のフルカラープリンターを示している。この方式は、感光体と現像部ユニット
が同一のユニットすなわち、プロセスカートリッジとして装着できるように構成されてお
り、現像は接触方式の例であるが、非接触方式も採用できる。
【００８１】
この画像形成装置は、駆動ローラ１１、従動ローラ１２の２本のローラのみ張架されて図
示矢印方向に循環駆動される中間転写ベルト３０と、この中間転写ベルト３０に対して配
置された４個の単色トナー像形成手段２０（Ｙ）、２０（Ｃ）、２０（Ｍ）、２０（Ｋ）
とを備え、中間転写ベルト３０に対して複数個の単色トナー像形成手段２０によるトナー
像が個別の転写手段１３、１４、１５、１６で順次一次転写されるように構成される。そ
れぞれの一次転写部をＴ１Ｙ、Ｔ１Ｃ、Ｔ１Ｍ、Ｔ１Ｋで示す。
【００８２】
単色トナー像形成手段は、イエロー用のもの２０（Ｙ）と、マゼンタ用のもの２０（Ｍ）
と、シアン用のもの（Ｃ）と、ブラック用のもの２０（Ｋ）とが配置されている。これら
の単色トナー像形成手段２０（Ｙ）、２０（Ｃ）、２０（Ｍ）、２０（Ｋ）はそれぞれ外
周面に感光層を有する感光体２１と、この感光体２１の外周面を一様に帯電させる帯電手
段としての帯電ローラ２２と、この帯電ローラ２２より一様に帯電させられた外周面を選
択的に露光して静電潜像を形成する露光手段２３と、この露光手段２３により形成された
静電潜像に現像剤あるトナーを付与して可視像（トナー像）とする現像手段としての現像
ローラ２４とを有している。
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【００８３】
これら単色トナー像形成手段２０（Ｙ）、２０（Ｃ）、２０（Ｍ）、２０（Ｋ）は中間転
写ベルト３０の張り側に配置されている。中間転写ベルト３０に順次一次転写され、中間
転写ベルト３０上で順次重ね合わされてフルカラーとなったトナー像は、二次転写部Ｔ２
において用紙等の記録媒体Ｓに二次転写され、定着ローラ対６１を通ることで記録媒体Ｓ
上に定着され、排紙ローラ対６２によって所定の場所、すなわち図示しない排紙トレイ上
等へ排出される。５１は記録媒体Ｐが積層保持されている給紙カセット、５２は給紙カセ
ット５１から記録媒体Ｐを一枚ずつ給送するピックアップローラ、Ｇは二次転写部Ｔ２へ
の記録媒体Ｐの給紙タイミングを規定するゲートローラ対である。
【００８４】
また、６３は中間転写ベルト３０との間で二次転写部Ｔ２を形成する二次転写手段として
の二次転写ローラ、６４は二次転写後に中間転写ベルト３０の表面に残留しているトナー
を除去するクリーニング手段としてのクリーニングブレードである。二次転写後のクリー
ニングブレード６４は、従動ローラ１２にではなく駆動ローラ１１への中間転写ベルト３
０の巻きかけ部において中間転写ベルト３０に当接している。
【００８５】
なお、本発明は、上記タンデム方式の画像形成装置に限定されるものではなく、一つの感
光体の周囲に４つの現像器を備えた所謂４サイクル方式のフルカラー画像形成装置にも適
用可能である。
【００８６】
【発明の効果】
本発明においては、感光体上の静電潜像を負帯電トナーによって現像し、現像されたトナ
ー像を中間転写媒体に転写する画像形成装置において、前記中間転写媒体は、カチオンを
導電剤として含む導電層と、該導電層より感光体側に形成され、アニオンを導電剤として
含む表面コート層の少なくとも２層からなるので、中間転写媒体の電気抵抗の変動を防止
することができるとともに、イオン導電剤が中間転写媒体から感光体やトナーへブリード
アウトするのを防止し、感光体の光応答特性の低下を防止するとともに、転写効率を飛躍
的に向上させ、感光体のクリーナレスを実現することができる。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明の画像形成装置を説明するための図である。
【図２】本発明に係る中間転写媒体の１実施形態を示す拡大断面図である。
【図３】本発明の画像形成装置の１実施形態を示す全体構成図である。
【符号の説明】
１…感光体、４…中間転写ベルト（中間転写媒体）、
４ａ…導電層、４ｂ…表面コート層、６…転写ローラ（転写手段）
１０…現像器（現像手段）
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【 図 １ 】

【 図 ２ 】

【 図 ３ 】
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